（要望調査様式④　別紙様式第１号）

令和　年度　地域農業構造転換支援対策のうちスマート農業研修教育環境整備事業
（スマート農業機械等導入事業）事業実施計画書

　　　番　　　　　号
　　　年　　月　　日

    都道府県知事　殿

所　在　地
取組主体名 　　　　　　　　 

　地域農業構造転換支援対策実施要綱（令和●年●月●日付け７経営第●●号農林水産事務次官依命通知）別記３の第５の１の（３）の規定に基づき、下記のとおり事業実施計画書を提出する。

記
１　取組主体の概要
	取組主体名
	

	代表者
	

	住所
	

	研修実施機関名※
	


　※取組主体と研修実施機関が異なる場合に記載すること。

２　事業の実施方針
（１）地域の課題及び事業実施の必要性
	





（２）新規就農者の育成・確保に向けた取組方針
	





（３）導入するスマート農業機械等を活用して行う農業教育の概要等
	①　農業教育の内容（研修コース等名、目的、内容、日数・頻度等）


②　研修対象者・年間研修受講者数


③　導入するスマート農業機械等の活用方針





（４）スマート農業機械等の導入・研修の実施により期待される効果
	




[bookmark: _Hlk181777803]３　事業の内容
	導入するスマート農業機械等の内容（機械・設備の名称、規格・規模、台数等）
	　

	総事業費（消費税込み） （円）
	負担区分（円）

	
	国庫補助金
	都道府県費
	市町村費
	その他

	
	　
	　
	
	　

	完了年月日（予定）
	　

	備考
	　



４　研修効果の把握
※実績報告時に記載すること
	（１）アンケート結果
①　事業で実施した研修内容について、将来、就農する際に役立つと回答した者の割合：
②　事業で実施した研修を受講することにより、将来、農業を職業とすることに対し、前向きな気
持ちが強くなったと回答した者の割合：
③　スマート農業に関する理解が深まったと回答した者の割合：

（２）新規就農者数〔注：農業大学校の場合のみ記載〕
①　研修を受講した農業大学校の最終学年の数：
②　①のうち、新規就農者の数：
③　②÷①×100：

（３）農業大学校への進学者状況〔注：農業高校の場合のみ記載〕
①　研修を受講した農業高校の最終学年の数：
②　①のうち、農業大学校へ進学した者の数：
③　①のうち、新規就農者の数：
④　（②＋③）÷①×100：

注：スマート農業機械等の導入から、研修実施や進路決定まで時間を要するなどにより、実績報告時に研修効果を把握できない場合には、把握でき次第、速やかに送付すること。




５　添付書類
（１）見積書等、事業費の積算根拠となる資料
（２）農業機械及び農業設備の規模算定根拠
（３）研修実施機関の概要
（４）財産管理台帳の写し（実績報告時のみ）
（５）高度化プラン　※新規就農者育成総合対策実施要綱別記４の別紙様式第５号の別添様式第１号は、スマート農業を活用する者について記載する。
（６）その他参考となる資料

（注）１　記載事項及び添付書類が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するに当たっては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載すること。
　　　２　添付書類のうち「（３）研修実施機関の概要」については、当該概要をウェブサイトにおいて閲覧することが可能な場合は、当該ウェブサイトのURL等を記載することにより、当該書類の添付を省略することができる。


（要望調査様式④　別紙様式第４号）

令和　年度　地域農業構造転換支援対策のうちスマート農業研修教育環境整備事業
（スマート農業カリキュラム強化等事業）都道府県事業実施計画書


番 　　　　号　
令和 年 月 日　

地方農政局長等 殿

住　  　　所
都道府県知事


　地域農業構造転換支援対策実施要綱（令和●年●月●日付け７経営第●●号農林水産事務次官依命通知）別記３の第５の２の（３）の規定に基づき、下記のとおり都道府県事業実施計画書を提出する。

記

第１　今年度の事業の実施方針
	　





第２　今年度の取組実施等の体制
※　謝金を支払う委員等が含まれる検討会を設置する場合に委員会の構成を記載してください。
	検討委員等の氏名及び役職
	所属等

	
	










第３　具体的な取組計画

注１：複数の農業教育機関で同内容の取組を行う場合、「取組内容・実施（予定）時期」欄についてはまとめて記載してもよいが、「実施機関」欄には取組を行う全ての農業教育機関の名称を具体的に記載し、どの農業教育機関が何の取組をするのか、明確に記載すること（県内農業高校６校のうち３校などと書かないこと。）。
注２：「使用経費等」については、取組内容ごとかつ別表１の補助対象経費の区分ごとに詳細に記載すること。

（１）カリキュラムの強化
	実施機関
	取組内容・実施（予定）時期
	使用経費等

	
	〔教育コース名〕
〔教育対象者・予定受講数〕
〔実施期間（研修時間数）〕
〔カリキュラムの内容〕

※　本欄の〔カリキュラムの内容〕には、別記３（案）の第５の１に基づき導入するスマート農業機械等の活用方法を記載する等、カリキュラムの強化とスマート農業機械等の導入との関係も記載すること。

	
合計　　　円
（うち国費　　　円）





（２）eラーニングの導入
	実施機関
	取組内容・実施（予定）時期
	使用経費等

	

	

※　本欄には、別記３（案）の第５の１に基づき導入するスマート農業機械等の活用方法を記載する等、eラーニングの導入とスマート農業機械等の導入との関係も記載すること。

	
合計　　　円
（うち国費　　　円）




第４　本年度事業で目指す効果及び事業の改善点
	　





第５　研修効果の把握
※　実績報告時に記載すること。
	（１）アンケート結果
①　事業で実施した研修内容について、将来、就農する際に役立つと回答した者の割合：
②　事業で実施した研修を受講することにより、将来、農業を職業とすることに対し、前向きな気
持ちが強くなったと回答した者の割合：
③　スマート農業に関する理解が深まったと回答した者の割合：

（２）新規就農者数〔注：農業大学校の場合のみ記載〕
①　研修を受講した農業大学校の最終学年の数：
②　①のうち、新規就農者の数：
③　②÷①×100：

（３）農業大学校への進学者状況〔注：農業高校の場合のみ記載〕
①　研修を受講した農業高校の最終学年の数：
②　①のうち、農業大学校へ進学した者の数：
③　①のうち、新規就農者の数：
④　（②＋③）÷①×100：

注：進路決定まで時間を要するなどにより、実績報告時に研修効果を把握できない場合には、把握でき次第、速やかに送付すること。



第６　その他
	




第７　事業完了（予定）日
　令和　年　月　日

第８　添付資料
（１）別添様式第４号
（２）高度化プラン　※新規就農者育成総合対策実施要綱別記４の別紙様式第５号の別添様式第１号はスマート農業を活用する者について記載する。
（３）事業を実施する農業教育機関等の概要が分かる資料
（４）環境負荷低減のチェックシート
（５）その他取組内容の参考となる資料


（別添様式第４号）
事業収支計画書


　経費の配分

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
事業内容



	
事業に要する経費
（Ａ＋Ｂ）

	
負担区分
	
備　考
（積算基礎等）



	
	
	
国庫補助金
（Ａ）
	
その他
（Ｂ）
	

	（１）教育カリキュラムの強化


（２）eラーニングの導入


	





	





	





	






	合　　　計

	
	

	

	






（要望調査様式④　別紙様式第６号）

令和　年度　地域農業構造転換支援対策のうちスマート農業研修教育環境整備事業
（農業者スマート農業リ・スキリング支援事業）都道府県事業実施計画書



番 　　　　号　
令和 年 月 日　

地方農政局長等 殿

都道府県知事


　地域農業構造転換支援対策実施要綱（令和●年●月●日付け７経営第●●号農林水産事務次官依命通知）別記３の第５の３の（４）の規定に基づき、下記のとおり都道府県事業実施計画（実績報告）書を提出する。

記

第１　今年度の事業の実施方針
	　





第２　今年度の取組実施等の体制
※　謝金を支払う委員等が含まれる検討会を設置する場合に委員会の構成を記載してください。
	検討委員等の氏名及び役職
	所属等

	
	









第３　具体的な取組計画

注１：複数の農業教育機関で同内容の取組を行う場合、「取組内容・実施（予定）時期」欄についてはまとめて記載してもよいが、「実施機関」欄には取組を行う全ての農業教育機関の名称を具体的に記載し、どの農業教育機関が何の取組をするのか、明確に記載すること。
注２：「使用経費等」については、取組内容ごとかつ別表１の補助対象経費の区分ごとに詳細に記載すること。

※　別添様式第３号も記載すること。
	実施機関
	取組内容・実施（予定）時期
	使用経費等

	
	ア　推進会議の開催
	
合計　　　円
（うち国費　　　円）

	
	イ　研修の実施
	
合計　　　円
（うち国費　　　円）

	
	ウ　研修環境の整備
	
合計　　　円
（うち国費　　　円）

	
	
	（ア）スマート農業機械等の導入又は改良
	
	
合計　　　円
（うち国費　　　円）

	
	
	（イ）スマート農業技術を導入するハウスのリノベーション
	
	
合計　　　円
（うち国費　　　円）

	
	
	（ウ）スマート農業研修のためのほ場の設置
	
	
合計　　　円
（うち国費　　　円）

	
	
	（エ）スマート農業研修のためのICT環境の
整備
	
	
合計　　　円
（うち国費　　　円）

	
	
	（オ）スマート農業研修コンテンツの作成・利用
	
	
合計　　　円
（うち国費　　　円）

	
	
	（カ）その他研修の円滑な実施に必要な取組
	
	
合計　　　円
（うち国費　　　円）

	
	エ　新たな技術等の円滑な導入・実践に向けた取組
	
合計　　　円
（うち国費　　　円）

	
	合計
	　　　円
（うち国費　　　円）



第４　本年度事業で目指す（得られた）効果及び事業の改善点
	　









第５　その他
	




第６　事業完了（予定）日
　令和　年　月　日

第７　添付資料
（１）別添事業収支計画書
（２）高度化プラン　※新規就農者育成総合対策実施要綱別記４の別紙様式第５号の別添様式第１号は不要とする。
（３）別添様式第６号
（４）事業を実施する農業教育機関等の概要が分かる資料
（５）機械、設備、機器等を導入する場合はカタログ、見積書等
（６）環境負荷低減のチェックシート
（７）その他取組内容の参考となる資料


（別添）
事業収支計画書


　経費の配分

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
事業内容



	
事業に要する経費
（Ａ＋Ｂ）

	
負担区分
	
備　考
（積算基礎等）



	
	
	
国庫補助金
（Ａ）
	
その他
（Ｂ）
	

	ア　推進会議の開催
イ　研修の実施
ウ　研修環境の整備
（ア）スマート農業機械等の導入又は改良
（イ）スマート農業技術を導入するハウスのリノベーション
（ウ）スマート農業研修のためのほ場の設置
（エ）スマート農業研修のためのICT環境の整備
（オ）スマート農業研修コンテンツの作成・利用
（カ）その他研修の円滑な実施に必要な取組
エ　新たな技術等の円滑な導入・実践に向けた取組
	






	






	






	







	合　　　計

	
	

	

	



（注）１　補助事業を実施するために必要な経費（消費税を含む。）のみを計上してください。
２　「積算基礎」欄には、積算内訳を記載し、考え方を記載又は添付してください。
３　必要に応じて単価等の設定根拠となる資料を添付してください。
４　都道府県内に実施機関が複数ある場合は、「合計」欄に実施機関ごとの合計と都道府県の合計を併せて記載してください。



（要望調査様式④　別添様式第６号）

農業者スマート農業リ・スキリング支援事業


１　取組体制
	取組体制名
（あれば）
	

	代表者
	

	住所
	

	構成員
	

	研修実施機関名
	


　


２　成果目標
（１）成果目標年度　　　　　令和　　　年度　　　　　　　　
（２）成果目標
	研修テーマ
	成果指標
	基準値（注）

令和●年度
	目標の達成状況
	目標値
令和●年度

	
	
	
	事業実施年度
令和●年度
	翌年度
令和●年度
	翌々年度
令和●年度
	

	スマート農業

	スマート農業技術を活用する農業経営体の数
	

	
	
	
	


注：「基準値」には、事業実施年度の前年度における値を記載すること。なお、農業経営体の実数値を把握できない場合には、導入機械の台数等から農業経営体の数を推計し、把握できる導入機械の台数等と推計値とを併記すること。


３　研修計画
（１）営農類型ごとの目指すべき生産・経営モデル
　　　※　営農類型ごとに、導入するスマート農業技術等の種類、導入により見込まれる効果等を記載すること。営農類型は、「水田作」、「畑作」、「露地野菜」、「果樹・茶」、「花き」、「施設園芸」、「畜産」、「その他の品目」及び「品目共通」から適宜選択すること。
	










（２）研修内容
	営農
類型
	技術等の内容
	研修内容
	対象者
	定員（受講者数）
	実施時期／回数／時間
	場所
	講師
	スマート農業機械等の調達方法
※スマート農業機械等を利用する場合のみ記載

	
	
	
	農業者
	学生
	その他
	農業者
	学生
	その他
	
	
	
	

	計（延べ人数）
	
	
	
	
	
	
	

	計（実人数）
	
	
	
	
	
	
	

	水田作
	自動操舵システム
	（これまでの取組）
・・・
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	（事業実施年度における取組）
・・・
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	直進アシスト付き
田植え機
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	水管理システム
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	ドローン
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	リモートセンシング
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　記載は例示なので、入力に当たって削除すること。
※　「研修内容」には、第５の３の（９）のキに記載した実施形態が分かるように記載すること。




（３）指導者の育成に関する方針（状況）
　　　※　研修を実施する指導者の現状、育成の目標及び目標達成に向けた取組方針（状況）を記載。
	









（４）受講後に対するフォローアップ体制
　　　※　研修を受講した農業者が技術等を円滑に導入・活用できるようにするための相談体制、関係機関の役割等を記載。
	









（５）研修モデルの波及性、新規性及び独創性に関する考え方
	






※波及性、新規性及び独創性に関する考え方は、以下の点を踏まえて記載すること。
・波及性：事業実施地区の取組を参考に、都道府県内の他の地域においても類似の研修等が実施できるものとなっているか。
・新規性：事業実施地区において、これまで類似の研修等を実施していないものとなっているか。
・独創性：他の地域を含め、類似の研修等が見られないものとなっているか。




